
契 約 変 更 年 月 日 令 和 8 年 3 月 5 日

契 約 業 者 名 パシフィックコンサルタンツ株式会社　九州本社

契 約 業 者 の 住 所 福岡市博多区博多駅中央街7-21

業 務 の 名 称 令和7年度博多港湾・空港整備事務所管内港湾施設整備効果調査

業 務 場 所 －

業 務 区 分 建設コンサルタント等

業 務 概 要
（ 変 更 し た 内 容 に
つ い て 記 述 す る ）

履 行 期 間 （ 自 ） 令 和 7 年 4 月 17 日

履 行 期 間 （ 至 ） 令 和 8 年 3 月 13 日

変更前の契約金額 21,824,000 円（税込み）

変 更 金 額 2,981,000 円（税込み）

変更後の契約金額 24,805,000 円（税込み）

（第1回、最終）契約変更の内容

変 更 理 由 別紙のとおり



契 約 変 更 理 由 書 

 

 

本業務は、博多港のアイランドシティ地区における国際海上コンテナターミナル整備事業、

三池港の内港北地区における国際物流ターミナル整備事業及び博多港の箱崎ふ頭地区におけ

る直轄港湾施設整備事業について、事業実施の妥当性を現行の投資評価の手法を適用して評価

検討するとともに博多港の港湾計画に位置付けのある港湾施設等を基本に背後圏の社会情勢

の変化等を踏まえ、中長期の港湾整備計画の検討を行うものであり、令和7年4月 17 日付で

パシフィックコンサルタンツ株式会社九州本社と契約締結し、鋭意実施中である。 

今般、下記の理由により契約内容の一部を変更するものである。 

 

① 関係者調整資料の作成について 

博多港の背後圏におけるRORO貨物の特性を整理するために、モーダルシフトの進展を示す

必要が生じたため博多港背後圏（北部九州）に関連するデータ解析と産業特性を整理し説明

資料を作成するよう指示した。 

 

② 事業評価資料作成について 

事業評価資料作成方針を再検討した結果、「令和6年度博多港湾・空港整備事務所管内港湾施設

整備効果調査」を用いて資料を作成するほうがより効果的だと判断したため、変更を指示した。 

 

③ 便益の計測及び費用便益分析の計算について 

 事業評価資料作成方針の変更に伴い、「令和 6 年度博多港湾・空港整備事務所管内港湾施設整備

効果調査」のデータを用いて便益の計測及び費用便益分析の計算が必要となったため、変更を指示

した。 

 

 


